
予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　　項：医務費　　目：医務費
	事業名　障がい児者医療学寄附講座設置事業費
      　　（地域医療介護総合確保基金）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

健康福祉部医療福祉連携推進課障がい児者医療推進係　電話番号：058-272-1111（内2628）

　　　　　　　E-mail：c11230@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　25,000千円　（前年度予算額：　25,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	25,000
	0
	0
	0
	0
	0
	25,000
	0
	0

	要求額
	25,000
	0
	0
	0
	0
	0
	25,000
	0
	0

	決定額
	25,000
	0
	0
	0
	0
	0
	25,000
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
医療的ケアを要する重度障がい児や自閉症などの発達障害児が増加する一方で、障がい児者医療に携わる医師等医療従事者は依然として不足している。障がい児者医療分野は全国的にも緒に就いたばかりであり、特に医療的ケアを要する重度障がい児の医療人材は極めて限られている。障がい児者医療に携わる医師の育成・確保にあたっては、医師育成機関との連携・協力が不可欠であるが、本県で唯一の医師育成機関である岐阜大学は、小児在宅医療の医師育成の分野において、代替性のない極めて重要な連携先となっている。

本講座は岐阜大学医学系小児病態学講座を協力講座とし、平成２６年度から設置しているが、これまで実績を重ねてきた障がい児者医療に関する学生教育や研究、臨床医師の育成や普及啓発事業に加え、新たに、臨床研修医を対象とした障がい児者医療研修プログラムの策定・実施を盛り込み、本講座の機能強化・拡充を行うことで、障がい児者医療体制のさらなる充実を図る。
（２）事業内容

岐阜大学に寄附講座を設置する。

　　寄附講座名：岐阜大学大学院医学系研究科　障がい児者医療学講座（岐阜県）

　　体制：教員2名　期間：平成29年度～31年度（3年間）
　　寄附総額：75,000千円（毎年度25,000千円）
地域医療介護総合確保基金を活用

　　寄附の使途：人件費、研究費、旅費など講座運営に必要な経費

　　対象障がい：重症心身障がい、発達障がい

　　具体的研究・活動内容：

　　　○学生教育（障がい児者医学教育）
       ・障がい児者医療学のカリュキュラムを作成・実施
医学概論、初期体験実習、院外学習、臨床選択実習など
○臨床に携わる医師の育成

・障がい児者医療研修プログラムの策定（臨床研修医）
　　　　    岐阜大学と県との間で、希望が丘こども医療福祉センターを臨床研修の場とし、臨床研修医の派遣を受け入れる枠組みを新たに構築し、本講座で、臨床研修医を対象とする「研修プログラム」を策定・実施
　      ・障がい児者医療に従事する医師の育成

　　　　　　希望が丘こども医療センター非常勤医師派遣、小児在宅医療実技講習会、臨床実践研修派遣、ぎふ子どもの発達研究会、講演会
　　　○障がい児者医療に関する研究

・県内障がい児者の実態把握や課題の精査など

各種学会発表、学生向けアンケート調査など

○地域医療の推進

　　　　・重症心身障がい児医療、発達障がい児医療

　　　　　　重症心身障がい児者医療ネットワーク協議会、病診連携パス作成支援、ぎふ子どもの発達研究会（再掲）、共同研究　

　　　○普及啓発

　　　　・医療・福祉関係者、一般向けの講演会や連続講座の開催

障がい児者医療を考える公開連続講座、小児在宅医療研究会、東海三県小児在宅医療研究会、各種講演会など
（３）県負担・補助率の考え方
　　　地域医療介護総合確保基金を活用した県単独事業として実施する。
（４）類似事業の有無
 無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	寄附金
	25,000
	

	合計
	　25,000
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	障がい児者医療に従事する医師等の育成を図るとともに、研究成果を県の障がい児者医療の充実に活かす。また、啓発活動により障がい児者医療への県民の理解を深める。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	障がい児者医療機関院外実習のべ受講者
	0名
（H25）
	90名
（H27）
	195名
(H28)
	297名

(H29)
	500名

（H31）
	59.4％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　・医学部４～５年生全員（約100名）全員を対象とした障がい児者施設（病院）における院外実習
・希望が丘こども医療福祉センターへ非常勤医師を週１回派遣

・小児在宅医療実技講習会を開催で、医師等医療従者が約６０名参加した。

・「障がい児者支援を考える公開連続講座」年６回開催　毎回約200名参加など


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

· 研究活動や学生・若手医師の教育・研修を通じて、障がい児者医療に携わる医師の育成や医療の質の向上が見込まれる。
· 希望が丘こども医療福祉センターへの非常勤医師派遣により、重症心身障がい外来の新設が図られた。
· 医師、看護師、療法士参加による小児在宅医療実技講習会を開催し、医療従事者の小児在宅医療に対する関心が高まるとともに、多職種連携による関係づくりの醸成が図られた。
· 小児在宅医療実技講習会の実施により、公開連続講座では当初の参加見込みを上回る申し込みがあり、医療や福祉従事者の潜在的な関心やニーズを掘り起こすことができた。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○


	常時医療的支援を必要とする小児障がい児者等が年々増加する中で、障がい児医療に理解のある医師等の確保が喫緊の課題である。

小児・障がい児医療に携わる医師の育成においては、医師育成機関との連携・協力が不可欠であり、岐阜大学において他に代わる連携先はない。医療的ケアを要する重度障がい児者や自閉症をはじめとする発達障がい児が増加する一方、その診療・療育等や支援体制は未だ不十分であり、今後さらに充実を図る必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	岐阜大学は県内唯一の医師育成機関であり、医学教育等を通じて小児・障がい児医療の関心が高まっている。また、医師の育成にのみならず、公開連続講座の参加者数（H28年度：約950人、H29年度：約1,000人）などを見る限り障がい児者医療に対する関心は非常に高いものがあると判断できることから、それに応えることで医師以外の人材の確保にもつながることが期待できる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○
	事業について定期的に協議を行い、効率的な運営を図っている。国の財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）を活用し、県の財政負担を抑制しながら、充実した内容の事業を実施することとしている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　障がい児者医療に理解のある医師の確保が課題であり、従事する医師等の育成と、医療の質の向上を図ることが今後とも必要である。




（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　医学教育は６年間で行われるため、事業効果を得るために寄附講座を最低３年間設置することが必要であり、重度障がい児の増加やニーズの動向によっては設置期間の延長も検討する必要がある。併せて、医師以外の看護師や心理士などの療育スタッフの育成にもつなげる。


